連携協定書（作成例）
《土地所有者》を甲、《住宅事業者》を乙、《医療及び介護サービス事業者》を丙とし、《応募住宅名》における連携協定を以下のとおり締結する。
１　≪応募住宅名≫にて、乙は住宅を、丙は診療所（診療科目：内科）及び通所介護事業所の運営を行うこと。

２　乙及び丙は、≪応募住宅名≫の運営に当たり、東京都医療・介護連携型サービス付き高齢者向け住宅事業に応募した内容にて本事業を運営し、相互に連携を行うこと。
　　また、高齢者向け住宅における生活支援サービス提供のあり方指針（平成２１年１２月１０日付２１福保高在第３４６号）を遵守した運営を行うこと。
３　乙及び丙は、提供したサービスの内容、入居者の状態等の必要な情報を共有し、入居者への生活支援サービス、介護サービス及び医療サービスの提供を適切に行うこと。
４　乙及び丙は、入居者に医療行為が必要になった場合には、住戸への往診及び救急医療機関との連携など、適切な対応を行うこと。

５　本協定の締結期間については、別途締結する≪応募住宅名≫の建物賃貸借契約書の賃貸借期間に準ずるものとする。

平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名及び代表者

乙　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名及び代表者

丙　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　法人名及び代表者
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※　東京都医療・介護連携型サービス付き高齢者向け住宅事業では、サービス付き高齢者向け住宅運営事業者、医療サービス事業者、介護サービス事業者の三者が入居者の身体状況等の情報を共有し、連携することで、入居者にとって必要なサービスを効果的・効率的に提供いただくことが重要です。


当該情報は個人情報に当たりますので、情報を共有するに当たり、入居者の身体状況等の情報を提供（三者で共有）することについて、入居者（又は入居者の家族）に書面で同意を得ていただく必要があります。つきましては、当該連携協定書においてもこのことに御留意いただきますよう、お願いいたします。





※　事業の安定性・継続性を確保するため、補助申請者と土地所有者が異なる場合（事業者整備型や、借地によるオーナー型の場合）は、土地所有者も連携協定書の当事者として記名、署名及び捺印を行うようにしてください。











